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４４ 健全で持続可能な財政基盤の確立に向けた地方税財政措置について

（財務省、総務省）

（背景） 
〔地方一般財源総額の確保・充実等〕 

○ 本県では、外形標準課税の拡大を含む地方法人課税に関する累次の税制改正の影響等

により、県税収入は、地方法人特別譲与税を含めても、リーマンショック前の水準には

至っていない一方、義務的経費である医療・介護などの扶助費が増加し、依然として厳

しい財政状況にある。今後も全国的に社会保障経費が増加傾向にあること等を踏まえる

と、安定的な財政運営には引き続き地方一般財源総額の確保・充実が不可欠である。 

○ また、本県は臨時財政対策債発行可能額の割合が大きく、県債残高の大幅な増加要因

となっている。臨時財政対策債残高及び償還額の累増は、地方財政全体の持続可能性の

観点からも大きな課題である。地方交付税の本来の姿に立ち戻り、法定率の引上げ等に

より交付税原資を拡充し、臨時財政対策債を抑制して、速やかに廃止するべきである。

〔地方法人課税の見直し〕 

○ 平成 30 年度与党税制改正大綱で「地方法人課税における税源の偏在を是正する新たな

措置について、消費税率 10％段階において地方法人特別税・譲与税が廃止され法人事業

税に復元されること等を踏まえて検討し、平成 31 年度税制改正において結論を得る」

とされ、総務省の「地方法人課税に関する検討会」において検討・議論が行われている。 

○ まず、法人事業税の暫定措置（地方法人特別税・譲与税制度）は、期限の到来をもっ

て、当然かつ確実に廃止されるべきである。 

○ 地方法人課税の見直しの基本的な考え方として、経済活動の実態と税源は密接に関わ

るものであり、地方税で財政調整を行うような議論が進められると地方税の原理原則が

歪められることから、「税源の適切な帰属」の観点から幅広く税制の議論が進められる

べきである。 

○ その上で、地方税の受益と負担という基本的な原則や地方法人課税が地方自治体にと

って企業誘致等による税源涵養のインセンティブになっていることなども踏まえ、今後

の地方税及び地方法人課税のあるべき姿を見据えて検討・議論されることが必要である。 

○ 地方税制での議論を経てもなお、財政力格差が課題として残る場合には、財源調整機

能と財源保障機能を有する地方交付税制度や、地方譲与税制度等も含めた地方財政制度

全体として、どのような姿を目指していくのか、順序立てて、丁寧に議論を積み重ねる

ことが必要である。 

【内容】 
(1) 地方の安定的な財政運営に必要な地方一般財源総額の確保・充実を図る

とともに、国税の法定率の引上げ等により地方交付税総額を増額し、臨時
財政対策債を抑制して、速やかに廃止すること。 

(2) 地方法人課税の見直しについては、「税源の適切な帰属」の観点から議
論を行い、全ての地方自治体の財政運営等に悪影響が生じないよう、適切
な措置を講じること。 

(3) 骨太の方針 2018 の「人づくり革命の実現と拡大」に関する施策のうち、
地方行財政に係るものについては、地方と十分に協議をするとともに、国
の責任において必要な地方財源をしっかり確保すること。 

(4) ふるさと納税について、返礼品や控除方法を含めた見直しを行うこと。

＜地方税財政・地方分権改革＞ 



○ 併せて、全ての地方自治体が予見可能性を持つことができ、財政運営等に支障が生じ

ないよう、適切な措置が講じられるべきである。また、地方間での財源の取り合いでは

なく、地方税を充実させ地方の役割に見合った税財源を確保するとともに、日本全体を

活性化させ、税収全体のパイを拡大させることが重要である。 

〔「人づくり革命の実現と拡大」への対応〕 

○ 骨太の方針 2018 では、「人づくり革命の実現と拡大」として、幼児教育無償化や待機

児童の解消などを進め、社会保障制度を全世代型の制度へと大きく転換していくことと

されている。これらの施策には、地方が重要な役割を担う取組が含まれていることから、

国と地方の役割分担のあり方を整理するにあたっては、主な担い手である地方と十分協

議するとともに、国の責任において必要な地方財源をしっかり確保すべきである。 

〔ふるさと納税の見直し〕 

○ 返礼品によるふるさと納税の獲得競争に対しては、総務大臣通知により、返礼品割合

に一定の制限を設け、個別の見直し要請が行われ、先般、総務大臣から過度な返礼品を

送付し、制度の趣旨を歪めているような地方自治体について、ふるさと納税の対象外に

することもできるよう、制度の見直しを検討することが表明されたが、返礼品割合を寄

附額の１割までとするなど、根本的な解決を図るべきである。 

○ また、過度な返礼品により、市町村に寄附が集中し、個人住民税から税額控除される

結果、広域自治体から基礎自治体に税収移転され、住民税の受益と負担の原則を大きく

歪めることになる。このため、ふるさと納税特有の特例分について、都道府県向けの寄

附金は都道府県民税から、市区町村向けの寄附金は市区町村民税から、それぞれ控除す

る方法に改めるなど、制度本来の趣旨に立ち返った見直しが必要である。 

◇愛知県の普通交付税と臨時財政対策債の推移

（ 参 考 ）

◇愛知県の県債残高の推移 
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４５ まち・ひと・しごと創生について

（財務省、内閣官房、内閣府）

（背景）

○ 本県では、まち・ひと・しごと創生法に基づき、平成２７年１０月に、２０６０

年に７００万人程度の人口を確保するとした「人口ビジョン」と、その実現に

向けた５か年（２０１５～２０１９年度）の「まち・ひと・しごと創生総合戦

略」を策定した。本県は、日本屈指の産業県であり、その産業力をさらに強くす

ることで、若者や女性の雇用の場をつくり、安心して子どもを産み育ててもら

えるような社会づくりを進めている。こうした取組を通じ、東京一極集中にス

トップをかけるとともに、日本の活力を取り戻す大きな核としての役割を果た

していくことを目指している。

○ 本県の人口については、７５０万人を超え、我が国人口が減少する中にあって

も着実な増加が続いている。また、本県の人口移動の状況を見ると、男女ともに

１０代後半から２０代にかけての若年層を中心に転入超過の状況にある。しか

し、東京圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）に対しては、一貫して転入超

過が続いており、特に女性については、就職時にあたる２０代前半を中心とし

て、転出超過が顕著となっていることから、こうした若年女性の東京圏への転出

超過を抑制することが、本県の地方創生の大きな課題となっている。

○ 地方における総合戦略の本格的な事業実施にあたり、国は「情報支援」、「人的

支援」、「財政支援」を展開している。このうち、財政支援については、平成３１

年度概算要求において、「地方創生推進交付金」として、平成３０年度から１５

【内容】 

(1) 愛知県の「まち･ひと･しごと創生総合戦略」が着実に推進できるよう、

総合的な支援を図ること。 

特に、「地方創生推進交付金」については、地方の創意工夫を最大限

に生かし、地域の実情に応じた施策に活用できるよう、必要な財源を継

続的に確保するとともに、制度運用を柔軟なものとすること。 

(2) 東京一極集中を是正し、真の意味での地方創生を実現するため、

国が自ら責任を持って、政府関係機関の地方移転を積極的に進める

こと。 

＜地方税財政・地方分権改革＞ 
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０億円の増額となる、１，１５０億円が要求されている。しかし、同交付金につ

いては、最長５か年の長期計画で、１／２の地方負担を求めるものにも関わら

ず、事業申請要件等詳細が申請期限近くまで示されないことから、事業の効率的

な実施や計画的な事業の設計が困難となっている。

○ 政府関係機関の地方移転については、国は、平成２８年３月に基本方針を決定

したが、愛知県のモノづくり産業や農業の強みを背景とした７機関の移転の提

案に対しては、２機関の共同研究等に留まった。

東京一極集中を是正し、真の意味での地方創生を実現するためには、中央省

庁をはじめとする政府関係機関の地方移転について、国が自ら責任を持って、積

極的に進めることが不可欠である。

（ 参 考 ）

愛知県の男女別・年齢階級別の転入超過数（2017 年） 

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」より作成 

（男性）（人） 

（歳） 

（人） 

（歳） 

北海道・東北 関西

東京圏 中国・四国

関東（東京圏以外） 九州・沖縄

中部（新潟・富山・石川・福井・山梨・長野） 総計

東海（岐阜・三重・静岡）

20～24歳の東京圏への

転出超過が大きい。

（女性）
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４６ 地方分権改革の推進について

（財務省、内閣府、総務省）

（背景） 

○ 地方分権改革は、住民に身近な行政はできる限り地方に任せることで、

国は、国家の存立の根源に関わるもの、国家的危機管理、真に全国的な視

点に立って行わなければならないものなどに国家機能を集約し、国と地方

の役割分担を徹底して見直す取組である。自らの判断により、地域づくり

ができるよう、改革を推進することが必要である。 

 なお、「まち・ひと・しごと創生総合戦略（２０１７改訂版）」において、

「地方分権改革の推進は、地域が自らの発想と創意工夫により課題解決を

図るための基盤となるものであり、地方創生において極めて重要なテーマ

である」とされている。 

【内容】 

(1) 地方分権改革の推進は、地域が自らの発想と創意工夫により

課題解決を図るための基盤となるものであり、地方創生におい

て極めて重要なテーマである。このため、国から地方への権限

移譲や義務付け・枠付けの見直し等を進め、地方の自主性・自

立性を高めるものとすること。 

(2) 地方分権改革に関する提案募集により、本年度分の提案が地

方から提出されているが、これらの提案については、地方分権

改革有識者会議等も有効に活用しつつ、関係府省と十分な調整

を行い、できる限り提案の実現を図っていくこと。 

 また、昨年１２月に閣議決定された「平成２９年の地方から

の提案等に関する対応方針」において、引き続き検討するとさ

れたものについては、政府全体として適切なフォローアップを

実施し、地方の意見を十分に反映して、具体的な検討と調整を

進めること。 

(3) 国から地方への権限移譲について、移譲される事務・権限を

地方が円滑に執行できるよう、確実な財源措置を講じ、その内

容を明確にするとともに、技術的助言等必要な支援を実施する

こと。  

(4)  国と地方の役割分担に見合うよう、国から地方への大幅な税

源移譲を実現すること。 

(5)  道州制の基本的な理念や方針、導入に向けた工程などを定め

た基本法を、国民的な議論を喚起しながら、早期に制定し、地

方分権改革の究極の姿として道州制の実現を図ること。 

＜地方税財政・地方分権改革＞ 
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○ 地方分権改革に関する提案募集について、２月から６月上旬にかけて地方か

らの提案が募集され、現在、内閣府において関係府省との調整が行われている。

その際には、地方からの提案をいかに実現するかという基本姿勢に立って、着

実かつ強力に進められるべきである。 

昨年の提案については、昨年１２月２６日に、「平成２９年の地方からの提

案等に関する対応方針」が閣議決定され、内閣府と関係府省との間で調整が行

われた地方からの提案２０７件のうち、１５７件が「提案の趣旨を踏まえ対

応」、２９件が「現行規定で対応可能」とされた。「提案の趣旨を踏まえ対応」

とされたものの一部は第８次一括法により措置されたが、その他の中には、引

き続き検討を行うとされたものもあり、現時点において実質的には提案の実現

に至っていないものが多数含まれている。 

○ 国から地方への権限移譲については、移譲に伴う確実な財源措置を講じ、

その内容を明確にするとともに、技術的助言やマニュアルの整備、研修など

の支援の実施が必要である。 

○ 道州制は、広域自治体のあり方を見直すことで、国と地方の双方の政府を

再構築しようとするものであり、その導入は地方分権を加速させ、国家とし

ての機能を強化し、国と地方を通じた力強く効率的な政府を実現するもので

ある。 

１９年 ２０年 ２１年 ２２年 ２３年 ２４年 ２５年 ２６年 ２７年 ２８年 ２９年 ３０年

5/28 11/9 4/28 8/26 6/7 5/28 6/19 5/13 4/19 6/19

～
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【第１次勧告】

・重点行政分野の抜本的見直し
・基礎自治体への権限移譲
【第２次勧告】
・義務付け・枠付けの見直し

・国の出先機関の見直し

【第３次勧告】
・義務付け・枠付け見直しの具体的

措置
・国と地方の協議の場の法制化
【第４次勧告】
・地方税財政制度改革

【第２次一括法】⇒戦略大綱を受けて

・義務付け･枠付けの見直し（160法律の改正）
・基礎自治体への権限移譲（47法律の改正）

【第１次一括法】⇒分権計画を受けて
・義務付け･枠付けの見直し（41法律の改正）

【第３次一括法】

⇒第３次見直し、第４次見直しを受けて

・義務付け･枠付けの見直し（72法律の改正）
・基礎自治体への権限移譲（2法律の改正）
【第４次一括法】
⇒事務･権限移譲の見直し方針を受けて
・国から地方への事務･権限移譲
（43法律の改正）
・県から指定都市への事務･権限移譲
（25法律の改正）

【第５次一括法】

⇒提案等に関する対応方針を受けて
・地方公共団体への事務・権限の移譲等

（12法律の改正）
・義務付け・枠付けの見直し等（8法律の改正）

【第６次一括法】

⇒提案等に関する対応方針を受けて

・地方公共団体への事務・権限の移譲等

（11法律の改正）

・義務付け・枠付けの見直し等（4法律の改正）
【第７次一括法】

⇒提案等に関する対応方針を受けて
・地方公共団体への事務・権限の移譲等
（4法律の改正）

・義務付け・枠付けの見直し等（6法律の改正）
【第８次一括法】

⇒提案等に関する対応方針を受けて
・地方公共団体への事務・権限の移譲等
（3法律の改正）

・義務付け・枠付けの見直し等（14法律の改正）

（ 参  考  ） 地方分権改革の動向 


